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事務事業名商工振興対策補助事業

11
基本事業： 01中小企業の経営支援 担当部 環境経済部

基本事業の
成果指標

①廃業事業所数
②商工会の会員数 担当課 商工観光課

担当係 商工観光担当

筑紫野市商工会 　筑紫野市商工会の、市内中小企業者に対する経営改善、経営指導に関す
る活動に対して補助を行うもの。

【補助金の流れ】
申請書提出⇒申請内容確認⇒補助金交付⇒実績報告
【筑紫野市商工会の活動内容】
　①中小企業の経営指導
　②金融あっせん
　③社保共済事務代行
　④買援隊（出向く商店事業）
　⑤会員HPの推進（IT支援）
　⑥商工会だよりの発行
　⑦地域活性化商品券発行事業　等

　商工会において、中小企業者の経営など経営基盤の安定
を図るための事業が推進され、中小企業の経営安定が図ら
れている。

計画年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 一般会計 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

経営指導件数

商工会会員加入率

6,639 6,0006,868 6,000 6,000

57.28 56.93 57 57 60

成果指標名称 単位 目標
05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
23,556 23,894 24,375 24,180計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0
0 0
0 0
0 0

23,556 23,894 24,375 24,180

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.2 0.2 0.2
1,563 1,605 1,676
25,119 25,499 26,051 24,180

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

　令和元年度まで経営指導件数が減少傾向にあるが、これはリーマンショック以降の景気低迷の後、国の補助金（
小規模事業者持続化補助金、ものづくり・商業・サービス革新補助金等）や日本政策金融公庫（小規模事業者改善
資金）融資案件の増加等により経営安定が図られたことによるものと考えられる。
　令和６年度の経営指導件数は前年度と比べて増加し目標値も超えており、新型コロナウイルス感染症の影響は落
ち着きをみせていると思われる。
　商工会会員加入率は横ばいである。（H26度56.43％、H27度55.12％、H28度54.7％、H29度55.10％、H30度53.52
％、R元度53.31％、R2度52.98％、R3度53.43％、R4度55.04％、R5度57.28％、R6度56.93％）

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

　平成２５年度から新規で買い物弱者対策事業を実施するなど、商工
会の取り組みも時代に適応し、改善されつつある。中小地場産業の育
成の観点からも、引き続き、助成措置が必要である。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

　商工会の組織体制と財政基盤並びに伴走型支援機能を強化し、
事業環境の変化に応じた事業者支援を着実に実施する必要がある
。
　また、必要に応じて、物産振興会や観光協会と有機的な連携を
強化していく。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

　本市中小企業の育成・経営安定に向けた経営指導等を行う筑紫
野市商工会に対する補助事業として、昭和３６年度から実施して
いる。中小企業の経営は、依然として厳しい状況であり、支援を
継続する必要がある。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

件

％

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）


